
草の根ニュース  82 号 2014 年 8月 28日  8・15 敗戦‣終戦 69年 号  占領 69年の 2014 年を主権回復へ始動の年に 
 「平和的で責任ある政府が樹立されたとき、連合国の占領軍は、直ちに日本国から撤退しなければならない」（ポツダム宣言）。「政府の行為に 

よつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する」（憲法前文） 

３ 

日本における独立の問題 （４） 
                                  上原専禄（元一橋大学学長） 

【編集部から この文章は、雑誌『思想』1961

年 6 月号の特集「ナショナルなもの」に掲載された

ものです。順次〈解説〉とともに掲載しています。

本号でも、教育研究集会での講演に続いて、講演に

対する疑問や批判の整理が続きます】 

つぎに、第二の、教育の側面、とくに教育に

かかわっての疑問や批判を整理してみます。 

そのひとつは、教師ならびに国民に対して、

民族の独立という課題を意識させることは正

しい。しかし教育と、とくに学校教育と、右の

ような課題を果たすという仕事とを切り離し

て、子どもには夢を持たせるべきであると提案

されていることは、今日高校生や大学生の教育

における政治教育の不足、微弱ということを考

えてみると、夢を持たせるといっただけでは不

十分ではないか、こういう批判であります。 

ふたつは、今日の時点においてとくに重要な

ことは、教育の制度、内容などについての国民

の側の政策を樹立し、独占とその独占に基づく

政府、自治体と対決して、教育政策の変換を要

求していくということではないのか。上原の講

演には、その辺の政策的な発想が微弱なのでは

ないか、という批判であります。 

その三は、教育というものをも貫徹せずには

おかない資本の論理というものを正しくつか

んで、法則的な認識に至るということが必要で

はないかのか。民族の視点から教育をという論

理は、戦前日本の国民教育論にもあったが、そ

れと講演で提示せられた国民教育論との間に

は、どういう根本的な違いがあるのかという批

判や疑問であります。 

 その四は、教育の内容というものにかかわっ

て教育の本質を押さえてみると、それは科学の

成果、水準を正しく子どもに教えていくという

ことが根本であるべきである。それであるのに、

何か歴史的・政治的問題意識というものから出

発して、教育の内容や本質をきめていこうとい

ったような国民教育への発想法というものは、

本来、教育の仕事において、教育者、教育研究

者、科学者、知識人というものが当然協力して

いかなければならない、そういう要請を軽視し

ているということになりはしないか、という批

評であります。 

 大きく第三は、政治認識、教育認識の基本的

方法、とくに政治ならびに教育問題への発想法

にかかわる批判や疑問であります。 

その一は、上原講演というものは、世界帝国

主義体制からの植民地、半植民地の独立、とく

にＡ・Ａ諸国の動向をきわめて重視し、その動

向とのかかわりにおいて、日本民族の問題を集

中的に捉えていこうとしているが、日本はＡ・

Ａ諸国一般とは違って、高度に発達した資本主

義国であり、この事実に立脚してすべての問題

が考えられていかなければならない。世界認識

ならびに政治認識の方法においてこの事実を

無視または軽視している上原講演は、いわば

Ａ・Ａ主義とでもいうべきものに堕しているの

ではあるまいか。こういう批判であります。  

その二は、上原講演というものは、西ヨーロ

ッパの思想や科学というもの、そこでの客観的

認識、法則化的認識というものの価値を否定し

ているわけではないが、しかし講演全体を貫く

方法として、いわば東洋的・アジア的な問題直

感、あるいは経験主義的な認識方法というもの

になっているようだ。法則化的認識というもの

こそが、現実認識の最もふさわしい正しい方法

と考えられるが、それと上原の経験主義的認識

方法とはどのように関係するというのか、とい

う批判であります。 

 その三は、そのことと関係するのだが、歴史

的・政治的な問題を考える場合にも、教育の問

題を考える場合にも、上原講演においては庶民

的大衆の立場というものが強調されていると

いえると思うが、そうだとすると、前衛政党、

革新政党、労働組合などの意義を正しく評価し

ているといえるだろうか。またそういう前衛政

党、革新政党、革新的な労働組合と、いわゆる

庶民的大衆の立場というものとは、どういう関
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係をもつと考えられているのだろうか、という 疑問であります。（続く）

【編集部解説】この連載は、読者の方々には、各

回ごとには上原専禄さんの論文全体が見えな

いので、いささかわかりにくいものになってい

ると思います。そこで、連載第 1 回の解説を再

録して、論文のご理解に役立てたいと思います。 

（再録）すでに、前号まで 8 回にわたって、掲載し

て来た「民族の独立と国民教育の課題」に続いて、あ

らたに、「日本における独立の問題」を連載するのは、

この問題が日本の未来にとって少しもゆるがせにで

きない緊急の問題になっているからです。 

 多くの国民が、戦前（1945 年 8月 15日の敗戦以前）

当時の政府、マスコミによって騙されて戦争に駆り立

てられたように、現在も多くの国民が騙されています。

それは、2 つのウソによって成り立っています。第 1

は、過剰な中国脅威論、北朝鮮脅威論の国民への刷り

こみです。第 2 は、米軍が来年で 70 年も日本を占領

しているという事実を覆い隠しているということで

す。この 2つはコインの表と裏です。 

 シルバー大学同級会へ出席した草の根運動のある

会員は、60 代から 70 代の方々が、中国などについて

の一方的な宣伝、たとえば中国、北朝鮮、韓国が日本

を占領するかもしれない、とか、侵略するかもしれな

いとかいう、根拠の薄いデマ宣伝を信じ込んでいると

いう、恐ろしい事実を体験しました。中国が日本の土

地を買い占めているとかいうまったく誇張されたこ

とも含めてです。それなら、日本の企業が中国へ 2万

社も進出していることをどう見るのか。 

こういう中国、北朝鮮脅威論には、これらの国の人び

とを一段と下に見る見方が、つながっています。歴史

的事実である、日本軍の従軍慰安婦や南京大虐殺をな

かったものだという歴史をねじ曲げる主張とも多く

の場合結びついています。中国、北朝鮮脅威論の嵐が

全国を吹きまくっています。 

 中国と「北」脅威論は、米軍の、来年で 70 年にもな

る日本占領を、まるで日本を守るために必要であるかの

ように、国民をマインドコントロールしています。この

69年間の事実は、米軍はただの一度も日本を守ったこと

はないという事実です。そして、今後も永久に日本を守

ることは決してないという正確な予見です。 

 今後の予想は、もし国民の目を覚ますことができな

いなら、日本は、100 年も 200 年も米国の属国として、

戦争戦力条約と、それに基づく米軍地位協定のもと、

「全土基地方式」による「米軍基地国家」として、日

本民族自身が抑圧されるとともに、他民族を抑圧し、

日本自身が米軍の一部隊として戦争に加担して行く

ということです。すでに特定秘密保護法で始まってい

る民主主義の抑圧、TPP（環太平洋連携協定）による

日本の中小企業や農業の徹底した破壊や保険制度の

破壊、原発による亡国、東北アジア諸国からの孤立の

道です。 

 日本民族の独立、中立こそが、日本を救う道です。

決して日本を守ってこなかったしこれからも守るこ

とがあり得ない米国の属国から抜け出し、憲法 9条に

基づいて、最悪の「戦力」である米軍の撤退によって

占領を終わりにし、中米対立の一方に加担するのでな

く、憲法に基づき主権を回復することこそが、日本民

族の生きる道です。 

 この「主権を回復する」ということが独立の課題を

実現することです。 

 日本国民には、原発問題をはじめ様々な課題があり

ます。首都をはじめとした直下型地震への備えもしな

ければなりません。何よりも、毎日の生活を維持して

いく職場の確保をはじめとする生活の問題、さまざま

な社会保障の問題もあります。 

 それらのさまざまな問題を解決していくうえで、又、

基地をなくして、戦争への火元を断つうえで、要とな

ることが日本民族の独立の課題であることを、上原専

禄さんは述べているのです。このことは、様々な分野

で活動している意識を持った人々がどう力を合わせ

ていくかという共同戦線、統一戦線を作って行くカギ

を提供しています。 

 日本沖縄の米軍基地は、イラクとアフガニスタンを

除く全世界の米軍基地 610とか 640基地のほぼ 3分の

1 にあたる 203 にもなります。この重大な問題を国民

はほとんど知らされていません。日本が、憲法に反し

て基地を提供すること自体によって米軍の、イラクや

アフガニスタンの戦争に参加していることは、まぎれ

もない事実です。 

 しかし、203 の米軍基地は平和への脅威であるだけ

ではなく、より本質的には、祖国日本の主権の重大な

侵害であり、日本の国としての独立を損なっていると

いう認識にまで至っている人は、進歩的知識人の中で

も多くはありません。ここに、日本と世界が直面して

いる危機の深刻さがあるのです。（H，M） 


